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令和元年度の財政融資資金等の実地監査の概要

1. 法人等実地監査

○ 財政投融資の対象事業を行う独立行政法人等に対し、公的資金の貸し手としての視点から、

① 対象事業にふさわしい政策的意義、② 財務の健全性・償還確実性、③ 資金の適正な執行 などの実態について、

実地でチェック。

2. 地方公共団体実地監査

○ 全国の財務局・財務事務所等の資金実地監査官等が、貸付先である地方公共団体に赴き、貸付資金の使用状況及
び事業の成果、地方公営企業の経営状況などを実地でチェック。

○ 令和元年度は、上水道・下水道・病院事業に重点をおいて経営状況の把握を実施。

○ 監査において把握した経営課題に対し、アドバイス機能を活用し、課題解決に向けた取組みを支援。

≪実施状況≫

【注】本表は、全公営企業8,308先のうち、実地監査の対象事業かつ平成30年度末に財政融資貸付残高を有する公営企業について掲載（総務省「地方公営
企業年鑑」平成30年度決算値）

監査内容 貸付先数 財政融資資金残高 監査実施先数 監査先残高

貸付資金の使用状況等 2,391団体 454,316億円 201団体 57,370億円

公営企業の経営状況 4,639企業 136,376億円 318企業 15,994億円

≪実施状況≫

監査先
（独） 石油天然ガス・
金属鉱物資源機構

エネルギー対策特別会計
日本私立学校振興・

共済事業団

改善・検討を求めた事項

リスクマネー供給事業の財
務の健全性確保に向け、投
融資等勘定全体での収益
性向上の取組みを検討

緊急時の供給体制維持のた
め、中長期的な視点に立った
国家石油備蓄基地等の改良
更新工事計画の策定を検討

助成勘定の収支改善に向け
た実効的な取組みとして、貸
付事業の収益確保の措置
等を検討


